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障害者雇用が進んでいない市町等の機関に対して 

障害者採用計画の適正実施を勧告 

 

 「障害者の雇用の促進等に関する法律」（6ページ参照）では、国および地方公共団体（以

下「公的機関」）に、法定雇用率以上の身体障害者または知的障害者の雇用を義務付けてお

り、雇用率を達成していない公的機関は、障害者採用計画を作成しなければなりません。 

 

県内市町の機関のうち 16 機関は、平成 23 年 6 月 1 日現在、公的機関に義務付けられて

いる雇用率 2.1％を達成できていなかったため、平成 24 年 1 月に 1 年間にわたる障害者採

用計画を作成しました。しかし、計画終期(平成 24年 12月末日)現在、下記の 3機関は、こ

の採用計画を適正に実施していません。 

 

このため、障害者雇用促進法第 39 条第 2 項（6 ページ参照）の規定に基づき、新たに作

成、実施している計画（計画期間；平成 25年 1月 1 日～平成 25年 12 月 31 日）を適正に

実施するよう、3月 26日に三重労働局長名で勧告を行いました。 

 

記 

◎ 適正実施勧告の対象となる公的機関（雇用率等は 3ページ参照） 

     朝日町、南伊勢町、鈴鹿市教育委員会 

   

※ 法定雇用率、雇用率達成指導の流れ及び適正実施勧告の基準については 2 ページを、勧告

対象機関の障害者採用計画の実施状況については 3ページを参照。 

 

平成 25年 3月 28日 

職業安定部職業対策課 

課  長     中野 壽男 

課長補佐     小西 克明 

地方障害者雇用担当官   西  勝美 

☎059-226-2306 



 

2 

 

 

地方公共団体等に対する雇用率達成指導の流れ図 

 

平成 23年 6月 1日 

 

 

 

平成 24年 1月 1日 

 

 

  平成 24年 6月 1日 

（1年間） 

 

平成 24年 12月 31日 

 

 

 

発出基準                   平成 25年 1月 1日 

 ①計画終期における実施率 50％未満 

 ②平成 23年 6月 1日現在より実雇用 

  率が低下している。 

 

平成 25年 3月 

 

                        （1年間） 

 

平成 25年 12月 31日 

 

法定雇用率未達成 

採用計画の作成・実施 

 

採用計画の期間満了 

 

適正実施勧告 

 

法定雇用率未達成 

採用計画の作成・実施 

 

採用計画の期間満了 

 



市町等の機関（法定雇用率2.1％）

①
職員数

②
障害者数

③
職員数

④
障害者数

朝日町 118 1 0.85% 1 5 2 6 1 41.7%

南伊勢町 329.5 4 1.21% 2 7 3 12 0 0.0%

鈴鹿市教育委員会 296.5 3.5 1.18% 2.5 4 2 26.5 0 0.0%

④/③
②/①

適正勧告を発出した機関の状況

摘要
算定基礎
職員数

障害
者数

雇用率 不足数

採用予定 採用状況
計画
実施率

機関名

採用計画終期(24.12.31）の
雇用状況

採用計画の実施状況
(平成24年1月～12月)

※   計画実施率＝ 
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(参考 1 ）

三重県内の各市町等の機関の障害者雇用状況 (法定雇用率2.1％）
（平成24年6月1日現在）

市
①法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　　考

桑名市 991.5 21.5 2.17 注4.特例認定あり
いなべ市 411.0 9.0 2.19
四日市市 1,659.0 38.0 2.29 注4.特例認定あり
鈴鹿市 1,224.0 20.5 1.67 4.5
亀山市 418.0 11.0 2.63
伊賀市 859.0 21.0 2.44
名張市 516.0 15.0 2.91 0.0
津市 2,226.0 49.0 2.20 0.0 注4.特例認定あり

松阪市 1,599.0 38.0 2.38 注4.特例認定あり
伊勢市 722.0 15.0 2.08 0.0
鳥羽市 261.0 5.0 1.92 0.0
志摩市 685.0 13.0 1.90 1.0 注4.特例認定あり
尾鷲市 294.0 3.0 1.02 3.0
熊野市 200.0 5.0 2.50 0.0

計 12,065.5 264.0 2.19 8.5

町
①法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　　考

木曽岬町 79.5 1.0 1.26
東員町 149.0 6.0 4.03
菰野町 235.5 2.0 0.85 2.0
朝日町 118.0 1.0 0.85 1.0
川越町 83.0 2.0 2.41
明和町 140.0 3.0 2.14
多気町 123.0 2.0 1.63
玉城町 148.0 2.0 1.35 1.0
度会町 75.0 2.0 2.67

南伊勢町 329.5 4.0 1.21 2.0
大紀町 171.0 5.0 2.92
大台町 133.0 1.0 0.75 1.0
紀北町 183.0 5.0 2.73
御浜町 108.5 1.0 0.92 1.0
紀宝町 100.0 2.0 2.00

計 2,176.0 39.0 1.79 8.0

 市町の関係機関
①法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　　考

四日市市上下水道局 181.0 3.0 1.66
鈴鹿市水道局 70.0 1.0 1.43
伊賀市水道部 52.0 1.0 1.92

市立伊勢総合病院 221.5 2.0 0.90 2.0
市立四日市病院 331.5 6.0 1.81

四日市港管理組合 99.5 2.0 2.01
紀南病院組合 206.5 4.0 1.94

計 1,162.0 19.0 1.64 2.0

市町等計 15,403.5 322.0 2.09 18.5
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教育委員会
①法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②障害者の数 ③実雇用率 ④不足数 備　　考

いなべ市教育委員会 139.5 2.0 1.43 0.0
鈴鹿市教育委員会 296.5 3.5 1.18 2.5
亀山市教育委員会 56.0 1.0 1.79 0.0
伊賀市教育委員会 130.0 2.0 1.54 0.0
名張市教育委員会 88.5 2.0 2.26
伊勢市教育委員会 129.0 2.0 1.55
尾鷲市教育委員会 74.5 1.0 1.34

計 914.0 13.5 1.88 2.5

総　　計 16,317.5 335.5 2.06 21.0

注１

2

3
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①四日市市は、平成１５年５月１９日付けで四日市教育委員会と特例認定を受けている。
②津市は、平成１８年５月３０日付けで津市教育委員会及び津市水道局と特例認定を受けている。

④志摩市は、平成２２年５月２５日付けで志摩市教育委員会と特例認定を受けている。

⑤松阪市は、平成２４年４月１３日付けで松阪市教育委員会及び松阪市水道部と特例認定を受けてい
る。

　①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相
当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員
数である。
　②欄の「障害者の数」とは、身体障害者数、知的障害者数及び精神障害者数の計であり、短時間勤務
職員以外の重度身体障害者及び重度知的障害者については、法律上、１人を２人に相当するものとして
ダブルカウントを行い(短時間勤務職員である重度身体障害者及び重度知的障害者については1人を１
カウントする)、重度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間障害者につい
ては、法律上、１人を0.5人に相当するものとして0.5カウントしている。

　④欄の「不足数」とは、①欄の職員数に法定雇用率を乗じて得た数（１未満の端数切り捨て）から②欄
の障害者の数を減じて得た数であり、これが0.0となることをもって法定雇用率達成となる。したがって、実
雇用率が法定雇用率を下回っていても、不足数が0.0となることがあり、この場合、法定雇用率達成とな
る。（当表において、0.0人は空白）

　特例認定とは、市町長部局とその他の機関（教育委員会等）の申請に基づき、労働局長の認定を受け
た場合、その他の機関に勤務する職員を市町長部局に勤務する職員とみなすものである。

③桑名市は、平成２１年５月２９日付けで桑名市教育委員会及び桑名市水道部と特例認定を受けてい
る。
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（参考 2 ） 

関係条文 

 

 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123号）（抄） 

 

（雇用に関する国及び地方公共団体の義務）  

第三十八条  国及び地方公共団体の任命権者（委任を受けて任命権を行う者を除く。

以下同じ。）は、職員（当該機関（当該任命権者の委任を受けて任命権を行う者

に係る機関を含む。以下同じ。）に常時勤務する職員であつて、警察官、自衛官

その他の政令で定める職員以外のものに限る。以下同じ。）の採用について、当

該機関に勤務する身体障害者又は知的障害者である職員の数が、当該機関の職員

の総数に、第四十三条第二項に規定する障害者雇用率を下回らない率であつて政

令で定めるものを乗じて得た数（その数に一人未満の端数があるときは、その端

数は、切り捨てる。）未満である場合には、身体障害者又は知的障害者である職

員の数がその率を乗じて得た数以上となるようにするため、政令で定めるところ

により、身体障害者又は知的障害者の採用に関する計画を作成しなければならな

い。 

 

（採用状況の通報等）  

第三十九条  （第 1項 略） 

２ 厚生労働大臣は、特に必要があると認めるときは、前条第一項の計画を作成した

国及び地方公共団体の任命権者に対して、その適正な実施に関し、勧告をすること

ができる。 

 

 

○ 障害者の雇用の促進等に関する法律施行令（昭和 35年政令第 292号）（抄） 

 

（法第三十八条第一項 の政令で定める率） 

第二条  法第三十八条第一項 の政令で定める率は、百分の二・一とする。ただし、都道

府県に置かれる教育委員会その他厚生労働大臣の指定する教育委員会にあつては、

百分の二とする。  
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